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国立大学法人大分大学 中期計画 

 

中 期 計 画 

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 

 １ 教育に関する目標を達成するための措置 

（１）教育内容及び教育の成果等に関する目標を達成するための措置 

【1】 グローバルかつインクルーシブな視野を持ち地域・社会で活躍する人材を養成するために、

平成２８年度から外部英語試験を全学で活用するとともに、平成２７年度に採択された地（知）

の拠点大学による地方創生推進事業（ＣＯＣ＋）を踏まえ、教養教育における地域志向科目を必

修化する。また、平成３２年度までに各学部の教育プログラムに柔軟に対応できるような学事暦

を導入し、社会のグローバル化、ダイバーシティ化に対応して、地域社会の課題、多様な文化、

人々との相互理解に資する教育プログラムを実施する。 

【2】 地域産業の発展・イノベーションの創出や人々の暮らしに貢献できる知識と技術、研究能力

を有し、グローバルかつインクルーシブな視野で新たな課題の発見と解決ができる人材を養成す

る教育課程を整備する。また社会人の学び直しへの貢献度を高めるため、社会人学生・受講生、

企業からの派遣者等の受入れ数を１０％以上増加させる。 

【3】 学生の能動的・主体的学習を促し、学習意欲向上や学生のキャリアパスを見据えた教育課程

を担保するため、能動的学修（アクティブ・ラーニング）を取り入れた授業比率を８０％以上に

高める。 

【4】 改組後の教育学部において、教職への適性を重視した方式に入試を変更するとともに、児童

生徒のＩＣＴ（Information and Communication Technology）活用能力やアクティブ・ラーニン

グを支援しうる力量をもった義務教育教員を養成するための科目の新設等を行う。また、地域の

学校現場での学習サポートを通して子どもの学習状況を理解する活動や附属学校における教育実

習を充実させる等のカリキュラム改革を行うことに加えて、複数の指導教員が、１年次から卒業

まで通して、個々の学生の特性を踏まえた修学指導や生活指導、教採指導を行う「メンタリング・

コーチングシステム」を構築・実施することにより、教職への意欲付けを継続的に行う。これら

の取組により、教員就職率（臨時採用を含み、大学院進学者は除く）を８０％以上にする。 

【5】 大分県内唯一の教員養成系学部として、地域に密接した教員養成を行うため、県内高校への

広報を充実することで大分県出身者の入学者を増加させるとともに、「小学校教育コース」におい

て小学校重点化のカリキュラムや「地域の教育課題」等の授業科目を新設する。さらに地域の学

校現場での学習支援ボランティア活動を実施することで、大分県小学校の教員採用試験の受験

率・合格率を増加させる。これらの取組により、大分県の小学校教員の需要に対応し、大分県小

学校教員における本学の占有率を５５％にする。 

【6】 新たに設置する教職大学院において、教職大学院における研究者教員と実務家教員が協働し

て行う、学校現場と大学との往還を通して具体化する課題解決型の教育、教員としての地域課題

解決能力を向上させる教育、フィールドワーク、ロールプレイ、事例研究、アクションリサーチ

【平成２８年３月３１日 文部科学大臣認可】 
【平成２９年３月２９日 文部科学大臣変更認可】 
【平成３０年３月３０日 文部科学大臣変更認可】 
【令和 ２年３月２５日 文部科学大臣変更認可】 
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などの実践的方法を取り入れた互いに学び合う教育により教職への意識と実践的指導力を向上さ

せ、その修了者（現職教員を除く）の教員就職率８５％を確保する。 

 

（２）教育の実施体制等に関する目標を達成するための措置 

【7】 学修やキャリア形成を支援するため、学修ポートフォリオ等を全学的に実施する体制を平成

２９年度までに整備する。併せて、教育の水準・質を保証し、学修成果の可視化を進め、社会が

求める人材を育成するため、教学に関わるポリシーに基づいた体制を平成３１年度までに整備す

るとともに、学修評価を活用してＰＤＣＡ（Plan-Do-Check-Act）サイクルを確立し、改善する。 

【8】 学部、大学院を通じて多様な価値観、俯瞰的能力を育成するため、高度な教養教育、全学共

通カリキュラムを展開するための体制を平成２９年度までに整備する。 

【9】 学術情報拠点など学内共用施設を活用し、専門・教養教育や学生の主体的・能動的学修を支

援する体制を強化する。そのため、教職員がラーニング・コモンズ、ＩＣＴ等の高度化に対応し

た教育支援システムの習熟を図るＦＤ（Faculty Development）・ＳＤ（Staff Development）活動

を進め、教員の参加者数を平成２９年度までに全体の７５％以上に高める。また能動的学修や実

践的教育の教育プログラムを実施するための施設整備を行う。 

【10】 改組後の教育学部において、教師としての実践的指導力の育成・強化を図るため、学校現

場で指導経験のある大学教員を第３期中期目標期間末には２０％を確保する。また、指導経験の

ない大学教員に対しては、内地留学としての初等中等学校への派遣、公立学校や附属学校等にお

ける授業の実施、学校の教科書を用いた模擬授業を行うＦＤなどの研修を実施する。 

 

（３）学生への支援に関する目標を達成するための措置 

【11】 学生の多様性を踏まえ、キャリア形成に資するセミナー等の開催や、低学年からのインタ

ーンシップ等の積極的な導入を進めるとともに、学生が主体的に進路選択・決定が行えるよう、

企業や事業所、官公庁と連携したセミナーを充実させ、参加企業数を第３期中期目標期間中に第

２期中期目標期間末に比べて２０％以上増加させる。 

【12】 学生が健康的で十分にその能力を発揮できるように、福利厚生の充実、経済支援の拡充、

正課外活動への支援、並びに日常的な「学び」のサポートを充実させるとともに、障がいのある

学生に対し、施設設備の改修を進める。 

【13】 本学の特色である保健管理センターと「ぴあＲＯＯＭ」との機能的な連携により、学生の

元へ出向いて対応する「アウトリーチ型」の心身の健康面での支援、学修面での支援を進める。

また、各学部の教務面・学生生活面との一体的な連携を強化した学生支援体制を充実するために、

学生並びに学内外専門家による評価を踏まえたＰＤＣＡサイクルを確立する。 

 

（４）入学者選抜に関する目標を達成するための措置 

【14】 多様な能力をもった学生の受入れ、選抜方法の妥当性・信頼性の検証及び改善、高大接続

をより一層推進するため、平成３０年度までに、入学企画支援センターを発展的に改組して、ア



3 
 

中 期 計 画 

ドミッション・オフィスを設置する。 

【15】 アドミッション・ポリシーに基づき、能力・意欲・適性を多面的に評価する入学者選抜方

法を確立して、平成３０年度に公表し、この方法による入学者選抜を平成３２年度から実施する。 

【16】 国の『高大接続改革実行プラン』に示された高等学校教育と大学教育の連携強化を実現す

るため、大学レベルの教育に高校生が触れる機会を大分県内の全ての高等学校に提供する。 

 

 ２ 研究に関する目標を達成するための措置 

（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標を達成するための措置 

【17】 本学の強みである「低侵襲医学研究」、「国際感染症研究」、「統計科学等基礎研究」、「生命・

材料化学研究」等、ミッションの再定義に掲げた先端的な研究を重点領域研究として、戦略的に

研究費支援を行い、その研究成果を論文発表や研究セミナー等で地域社会・国際社会に発信し、

論文数・国際共著率、共同研究件数、科研費採択率等について第２期中期目標期間末に比し、第

３期中にそれを上回るようにする。 

【18】 分野や領域を越えた研究者の連携によるイノベーティブな研究を推進するため、全学研究

推進機構を中心に経験豊富なシニア研究者が支援を行い、若手研究者等を国際的な学術コミュニ

ティー（学会等）における研究リーダーに育成する。 

【19】 国の指定した地域活性化総合特別区域としての東九州メディカルバレー構想（医療を中心

とした東九州地域産学官連携）の特色を活かした「医工連携研究」、多様な地域産業に関連する「エ

ネルギー関連技術開発・研究」、「ビッグデータを活用する IT技術研究」、「食品化学研究」及び「サ

スティナブルな建築・地球環境創成研究」等に取り組み、地域活性化の中核的研究拠点としての

機能を強化する。 

【20】 地方自治体などと連携・協力し、「地域の福祉課題や教育課題に関する研究」や「地域経済

に関する研究」に取り組み、まちづくり、地域の活性化の向上に寄与する。 

【21】 福祉と医療の連携を基礎とした地域包括ケアシステムを支える研究コミュニティーを形成

し、文系医系融合型の新たな研究領域を創生する。 

【22】 イノベーションをもたらす基盤的な研究や若手研究者・女性研究者の活動に対し、重点的

な研究費の配分、男女共同参画事業等との連携、ＵＲＡ（University Research Administrator）

チームによる研究戦略支援等を行い、研究機関及び企業等との共同研究・受託研究の合計件数を

第２期中期目標期間末に比し、１０％以上増加させる。 

 

（２）研究実施体制等に関する目標を達成するための措置 

【23】 優れた研究を推進するため、ＵＲＡチームが中心となって国内外の研究資金情報の収集、

分析、発信を行うとともに科研費、外部研究資金等申請書のブラッシュアップ、ピアレビューを

行うなど、採択に繋がる効果的な支援体制を構築する。 

 

 ３ 社会との連携や社会貢献及び地域を志向した教育・研究に関する目標を達成するための措置 
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【24】 九州や大分県に関する学生の知識・理解の深化に資する科目を整備するなど、地域の自然

や社会・文化等地域課題に関する教育・研究を充実することにより、県内定着志向を高める。 

【25】 地（知）の拠点大学による地方創生推進事業（ＣＯＣ＋）を踏まえ、県内の公私立大学等

や地元企業・経済団体等、大分県・市町村との協働により、地域が求める人材を育成するための

教育改革を実行し、地域の課題解決に向けたリーダーを育成するとともに、地域産業の振興、雇

用の創出に寄与し、県内就職率を第３期中期目標期間末に第２期中期目標期間末に比べ１０％以

上向上させる。 

【26】 包括協力協定を締結している大分県や市町村、地元企業との連携により、中小企業の経営

戦略から自治体の地域政策に至る地域再生の社会ニーズに応えるため、地域経済社会に関する総

合的な研究を組織的に実施するとともに、防災シンポジウム等の安全安心社会形成のための取組

を地域社会と協働して実施する。 

【27】 「防災シンポジウム」や「Jr.サイエンス」事業等、地域に開かれた本学の社会貢献活動と

して実施している大学開放事業においては、これまでより更に多くの地域住民に大学の教育・研

究活動の成果の一端を紹介・提供することができるよう、地域住民のニーズを踏まえつつメニュ

ーを点検・整備することにより、大学開放事業数を第３期中期目標期間末に第２期中期目標期間

末に比べ、２５％以上増加させる。また、地域住民に高等教育レベルの学習機会や「学び直し」

の機会を提供する公開講座・公開授業数については、ニーズに対応し全学連携の下に第３期中期

目標期間末に第２期中期目標期間末に比べ、１０％以上増加させる。さらに、地域貢献と学生の

地域課題解決能力の向上を目的に実施している「大分大学活き 2プロジェクト」等の学生の主体的

な取組に対する指導・助言を充実し、参加学生数を増加させる。 

【28】 産学官連携で創出される知的財産について、セミナー等を開催し学内外の意識を高める取

組を組織的に実施する。 

 

 ４ その他の目標を達成するための措置 

（１）グローバル化に関する目標を達成するための措置 

【29】 新たに策定する「国際交流推進戦略」に基づき、アジア諸国を中心に世界各国から留学生

の戦略的な受入れを推進し、留学生平均在籍者数を第２期中期目標期間末に比し、１５％以上増

加させる。また、英語による授業科目を増やし、受入留学生と日本人学生との交流のための科目

を設けて充実させ、海外への留学に繋げるとともに、短期語学研修等の参加者を第２期中期目標

期間末に比し、５０％以上増加させる。 

【30】 グローバル化を推進するため、研究者（大学院生を含む）の海外派遣数及び海外の大学等

からの受入れ数を第２期中期目標期間末に比し、１０％以上増加させる。 

【31】 欧米に加えて、更に東南アジア、アフリカと、経済活動のグローバル化に関する交流を展

開し、国際シンポジウム等により成果公開を実施する。 

【32】 アジア諸国を始めとする途上国への貢献のため、国の指定した地域活性化総合特別区域と

しての東九州メディカルバレー構想等により、医療分野での人材育成支援、開発協力などを行う。 
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（２）附属病院に関する目標を達成するための措置 

【33】 高度急性期医療機能の強化、患者診療環境の改善、教育病院として機能充実のため、附属

病院再整備計画に基づき、西病棟、外来棟及び中央診療棟の再整備工事を完遂する。 

【34】 地域包括ケアシステムに対応するため、総合患者支援センターを設置し、地域医療機関及

び福祉関係機関との連携を強化する。具体的には、以下の項目を実施に移す。 

 ◆再診予約制度の徹底と運用の改善、初診予約制度の拡大、地域連携パスの運用の拡大、地域の

医療機関情報の収集とデータベース化 

 ◆入院支援、医療福祉相談、退院援助の強化 

これらの取組によって、紹介率８０％、逆紹介率７０％以上とする。 

【35】 高度医療及び専門診療に対応した先進的な診療設備等の導入更新を計画的に行う。特に本

学の強み・特色である低侵襲手術の機能向上を図るため、内視鏡手術室並びに血管治療手術室に

最新の設備機器を整備する。 

【36】 地域の災害拠点病院として、大分県など地方公共団体及び九州地区大学病院との連携を強

化するとともに、南海トラフ地震を想定した災害時の優先業務の選定やライフラインの復旧手順

など具体的業務対応策を策定し、病院機能の維持を担保するとともに、災害時に必要な備蓄品に

ついて、計画的に整備する。 

【37】 術後早期社会復帰に寄与する腹腔鏡手術やロボット支援手術は、開腹手術に比較して高度

の技量を要することから、周術期合併症、器械の故障や不備等を関連する医師、看護師、臨床工

学技士等と医療安全管理部が共同で検討する体制を整え、これらの低侵襲治療に関する医療安全

のシステムを構築する。 

【38】 医療法改正により新たに義務付けられた医療事故調査に適切に対応できるよう、医療安全

管理部の体制整備を行う。また、地域における医療安全管理の充実を図り、地域基幹病院等と定

期的に事例報告及び原因分析と対策について検討を行うシステムの構築並びに地域の医療施設に

おける医療事故調査への相互協力体制の構築を行う。 

【39】 一貫した卒前卒後教育が可能な新たな教育組織の整備等、医学部及び病院全体で研修医を

育成する体制を構築する。これにより、初期研修医マッチング率を募集定員の８０％以上とする

ことを目標とし、大分県の地域医療における喫緊の課題である医師確保の改善を図る。また、総

合診療医を含む新専門医制度に対応した後期研修プログラムを充実させ、研修医、医員等の若手

医師にキャリアプランを示し、地域医療に貢献できる人材を育成する。 

【40】 サージカル・ラボ、スキルスラボセンター等を活用し、本学医学部生、研修医、学内外の

医師及びコ・メディカルを対象に、安全な低侵襲医療に関する実践的な教育を行い、質の高い医

療人を育成するとともに、ＪＩＣＡ等を通じて海外の医療従事者を受入れ、医療技術の習得支援

による国際貢献を行う。 

【41】 良質かつ安全な医療を提供するという社会的要請に応えるため、高度な知識・技術と臨床

経験を備える専門・認定薬剤師、組織運営上の優先度が高い分野の認定看護師（年間２名程度）、
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幅広い分野の専門看護師など質の高いコ・メディカル職員を計画的に育成する。 

【42】 国内及び海外の様々な研究機関との連携による地方大学にも実現可能な連携型ＡＲＯ

（Academic Research Organization）を整備し、本学の特徴である臨床試験のための専用病床（ク

リニカルトライアルユニット）を活用することで、特殊な薬物動態や薬力学等の新しい臨床的評

価法を技術基盤として確立させて、医薬品開発を加速させる。 

【43】 疾病構造の変化に対応し、認知症疾患等にかかる高度医療・先進医療を推進する。特に認

知症先端医療推進センターが中核となり、ＰＥＴ診断技術に関する研究や産学官連携による認知

症の新規治療法を開発する。 

【44】 社会環境の変化や診療報酬改定、国及び県の医療政策等に柔軟に対処し、病床稼働率、平

均在院日数、医療費率、後発医薬品率等の経営改善状況、その他測定可能な評価指標を用いたイ

ンセンティブ制度を構築し、病院収入増及び経費削減を図り、経営基盤の安定化に努める。なお、

病院再整備完了後の経営改善目標を次のとおりとする。 

 ◆病床稼働率８８％以上・平均在院日数１５日以内・医療費率４０％以内 

 ◆後発医薬品率（数量ベース）６０％以上 

 

（３）附属学校に関する目標を達成するための措置 

【45】 附属学校園は、教育実習機能の高度化を進めるため、教育学部・教育学研究科が養成する

実践的な指導力の資質・能力の指標作成に参画し、教育実習での実施を踏まえ、その妥当性を学

部・研究科の教員と協働して、検証・分析・整理し、指標の改良を行う。 

【46】 大分県教育委員会等と連携の下、大分県の教育課程研究協議会での課題（各教科の授業改

善・学びに向かう力等）を共有し、その課題解決のため学部のリソース等を活用して実践研究を

行い、公開研究会等の開催等を通じて、その成果を地域に還元し、また学部のカリキュラム等に

反映させる。 

【47】 初等中等段階からグローバル化に対応した教育環境づくりの推進のため、英語で積極的に

コミュニケーションができる人材育成を目指した附属小学校・附属中学校の連携による外国語(英

語)教育カリキュラム等を作成・実施する。 

 

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

 １ 組織運営の改善に関する目標を達成するための措置 

【48】 ガバナンス体制を強化するため、法人運営組織の役割分担を明確にすることによって、権

限と責任が一致した意思決定システムを確立するとともに、副学長の役割の見直しを含め、学長

の補佐体制を再構築する。 

【49】 大学運営の改善に資するため、経営協議会等の学外有識者による意見を積極的に求め、大

学運営に反映させる。その反映状況を大学ホームページで公表する。 

【50】 教員組織と教育組織を分離するなど、教員組織の見直しを行い、教員の人事管理を大学全

体として統括し、学内の人的資源を効果的に活用する体制を構築する。 
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【51】 戦略的・機動的な大学運営に資するため、ＩＲ機能を担う組織等において、学内外に散在

するデータの収集・分析を行い、学内の意思決定や業務の改善などに活用する。 

【52】 学長のリーダーシップを発揮するための予算を一定枠確保し、本学の機能強化に資する取

組等への配分を戦略的・重点的に行う。 

【53】 国内外の優秀な人材の積極的登用などにより教育研究の活性化を図るため、承継教員の 

１０％を年俸制適用者とし、業績評価を含めた安定運用を行う。併せて、混合給与制等の新たな

人事・給与システムの検討及び導入を行う。さらに、４０歳未満の優秀な若手教員の活躍の場を

全学的に拡大し、教育研究を活性化するため、若手教員の雇用に関する計画に基づき、退職金に

係る運営費交付金の積算対象となる教員としての雇用を、若手教員比率１８．２％を目指して促

進する。 

【54】 全学的な視点から、全体の教職員に係る人件費管理のため、継続的な人件費シミュレーシ

ョンを行い、適正かつ効率的な人事管理を実施する。 

【55】 女性教員採用枠の確保、子育てや介護支援によるワーク・ライフ・バランスの実現等研究

活動のサポートを通じ、平成２４年度に本学独自に策定した「女性研究者在籍割合２０％達成計

画」（平成２５年度～平成３４年度）を達成するために、平成３０年度までに女性研究者在籍割合

が１９％を超えるよう計画を実施する。 

【56】 役員、管理職の交代時において積極的な女性登用を行うことにより、理事等の役員に占め

る女性比率を１２．５％以上、管理職に占める女性比率を１４．６％以上とする。 

 
 ２ 教育研究組織の見直しに関する目標を達成するための措置 

【57】 不断の改革の観点から、教育研究組織について、アンケート調査、ステークホルダー・ミ

ーティングでの外部有識者の意見、また、大分県等地方自治体の意見等を収集・分析し、時代や

社会のニーズに即した恒常的な見直しを行うため、学長の下に全学的かつ機動的な検討体制を整

備する。 

【58】 「地域包括ケアシステム」を担う人材養成が求められているという地域社会のニーズを踏

まえ、地域包括ケアシステムのリーダーとなりうる人材を養成するため、本学の持つ特色・強み

である医療と福祉、心理のリソースを融合した「福祉健康科学部」を平成２８年度に設置する。 

【59】 教育福祉科学部のもつ特色・強みを伸ばし、大分県唯一の教員養成系学部として教員養成

機能を強化し、地域密接型教員養成を担う使命を達成するために、平成２８年度から、教育福祉

科学部を教育学部に改組する。また、教員養成の機能に特化するために、情報社会文化課程及び

人間福祉科学課程は廃止する。 

【60】 大分県の小学校教員需要の平成３８年度以降の減少に対応するため、平成３３年度までに、

社会のニーズ等及び４年間の実績を踏まえ、小学校教育コースの入学定員を減ずる方向で見直し

を行う。 

【61】 教育委員会等との連携の下にスクールリーダーや有力な新人教員を養成するため、平成 

２８年度に教職大学院を設置する。その後４年間の移行期間を経て、平成３２年度には教育学研
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究科の学校教育専攻を廃止し、教職開発専攻（教職大学院）に一本化する。 

【62】 経済学部については、平成２８年度までに高校生・卒業生就職企業等への調査等により教

育研究組織の見直しを行い、平成２９年度に前年度までの調査による社会的なニーズを踏まえ、

地域社会におけるイノベーション（新たな価値の創造）を教育研究の対象とする学部改組を行う。 

【63】 工学部については、平成２８年度までに高校生・県内外の求人企業・卒業生就職企業等へ

の調査等により教育研究組織の見直しを行い、平成２９年度に前年度までに実施した調査等によ

る社会的なニーズを踏まえ、「理」の要素を取り入れた学部改組を行う。 

【64】 工学研究科は、平成３３年度に、先行して実施した学部改組を基に、企業、自治体へのニ

ーズ調査等を踏まえ、教育研究組織、規模の見直しを行う。 

 

 ３ 事務等の効率化・合理化に関する目標を達成するための措置 

【65】 職員のマネジメント能力を高めるため、現行の「事務系職員等の研修の基本方針」の見直

しを行い、職員の資質向上に資するプログラム等を整備する。 

【66】 教育研究組織の見直しに対応するため、学部共通事務業務の一元化を図るなど、柔軟で効

率的な事務体制を構築する。 

 

Ⅲ 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置 

 １ 外部研究資金、寄附金その他の自己収入の増加に関する目標を達成するための措置 

【67】 全学研究推進機構と産学官連携推進機構との連携により、大学全体の研究力の向上を図り、

科研費の採択率を第２期中期目標期間末に比し、１０％以上増加させる。また、産学官連携活動

を推進し、共同研究・受託研究の合計件数を第２期中期目標期間末に比し、１０％以上増加させ

る。 

 

 ２ 経費の抑制に関する目標を達成するための措置 

【68】 物件費、水道光熱費、管理的経費の現状分析を行い、経費の抑制を行う。特に光熱費につ

いては、全体の使用量削減を確認するため総エネルギー量を基にした指標を用い、平成２６年度

単位面積当りエネルギー量（附属病院を除く。）を上回らないよう抑制する。 

 

 ３ 資産の運用管理の改善に関する目標を達成するための措置 

【69】 定期的に施設の利用状況の点検を行い、利用度が低い資産については、利用計画の変更な

ど、効率的・効果的運用を行う。また、維持費削減のため、建物については保有面積の１％を削

減する。 
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Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標を達成するためにとるべき措置 

 １ 評価の充実に関する目標を達成するための措置 

【70】 教育、研究、業務・運営等に係る自己点検・評価の定期的な実施に加え、第三者評価に結

び付くステークホルダー・ミーティング等の大学独自の取組を実施し、その結果を大学運営の改

善に反映させる。 

 

 ２ 情報公開や情報発信等の推進に関する目標を達成するための措置 

【71】 大学広報誌、大学ホームページ、大学ポートレートにより、社会に向けた情報公開・情報

発信を行うとともに、学生確保も見据えた戦略的な情報の公開・発信を推進する。なお、その公

開・発信の方法はＳＮＳ（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）等時代の趨勢を見据えた

効果的な方法を活用する。 

 

Ⅴ その他業務運営に関する重要目標を達成するためにとるべき措置 

 １ 施設設備の整備・活用等に関する目標を達成するための措置 

【72】 キャンパスの整備と活用に係る基本的な計画であるキャンパスマスタープランに基づき、

国の財政措置の状況を踏まえ、本学の機能強化を推進する施設整備や、施設・設備の老朽化対策

並びにユニバーサルデザインに配慮した安全・安心な教育研究環境の整備、及び省エネや維持管

理コスト削減等に資する環境負荷の低減対策を行う。また、既存施設の有効活用の観点から、新

学部設置や学部改組については、基本的に既存施設で対応する。 

 

 ２ 安全管理に関する目標を達成するための措置 

【73】 安全管理を徹底し、事故等を未然に防止するために、安全衛生管理体制の検証及び安全管

理状況の定期的な点検を行うなど、必要に応じて改善と整備を実施することで体制を強化する。

また、安全文化の醸成に向けた役職員の意識向上のため、安全管理・事故防止等に関するセミナ

ー等を定期的に実施する。 

 

 ３ 法令遵守等に関する目標を達成するための措置 

【74】 大学の諸活動における法令遵守を徹底し、大学の社会的責任を果たすため、コンプライア

ンス担当部署の設置など、学内のコンプライアンス体制を整備するとともに、教職員のコンプラ

イアンス意識の高揚を図るため、教職員に対する研修会等を年１回以上実施し、各種マニュアル

等を定期的に点検し、見直しを行う。 

【75】 危機管理体制をより一層充実・強化させるとともに、構成員の危機管理に関する意識の高

揚を図るためのセミナー等を年１回以上実施する。 

【76】 ＵＳＢメモリーの適切な取扱いを徹底させるなど、個人情報の適正な管理体制を確立する

とともに、個人情報保護の重要性について、教職員に対する研修等を年１回以上実施する。 

【77】 学生生活の安全・安心の観点に立ったハンドブックの作成やコンプライアンスに係る授業
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の充実など、学生の危機管理意識を高める支援システムを確立するための取組みを実施する。 

【78】 研究不正行為と研究費の不正使用を防止するために、関連する規定の周知を行うとともに、

｢研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン｣や｢研究機関における公的研究費

の管理・監査のガイドライン｣を踏まえた教育、研修を実施し、適正な法人運営を行う。 

【79】 公的資金の不正使用防止のため、教職員及び取引業者に対して説明会を毎年度開催し、会

計ルールの周知徹底を行う。 

【80】 ワクチンソフトの必要数を確保し、外部記憶媒体等の管理を徹底して安全なＩＣＴ環境を

整備するとともに、情報セキュリティ対策を強化するため情報システムの利用ガイドライン等の

内部規則を整備する。また、構成員の情報セキュリティに対する意識向上を図るため、研修・訓

練を毎年度開催する。 

 

Ⅵ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

 

  別紙参照 

 

Ⅶ 短期借入金の限度額 

○ 短期借入金の限度額  

 

 １ 短期借入金の限度額 

   ２,３２１,４５１千円 

 

 ２ 想定される理由 

   運営費交付金の受け入れ遅延及び事故の発生等により緊急に必要となる対策費として借り入

れることが想定されるため。 

 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

○ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

 

 １．重要な財産を譲渡する計画 

・鶴見臨海研修所の土地及び建物（大分県佐伯市鶴見大字有明浦字平間 805 番  土地 3899.29 ㎡，

建物 999 ㎡）を譲渡する。 

・中津江研修所の土地及び建物（大分県日田市中津江村大字栃野 2331番の 3  土地 1693.18㎡，建

物 658㎡）を譲渡する。 

・上野丘東１団地の土地（大分県大分市上野丘東 83番 2 1820.89㎡）を譲渡する。 

・王子キャンパスの土地の一部（大分県大分市王子新町 1番 1 号 66.7㎡）を譲渡する。 
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 ２．重要な財産を担保に供する計画 

  ・医学部附属病院の施設・設備の整備に必要となる経費の長期借入に伴い、本学の土地及び建

物を担保に供する。 

 

Ⅸ 剰余金の使途 

○ 毎事業年度の決算において剰余金が発生した場合は、その全部又は一部を、文部科学省の承認

を受けて、教育研究及び医療の質の向上並びに組織運営の改善に充てる。 

 

Ⅹ その他 

 １．施設・設備に関する計画 

 

施設・設備の内容 予定額（百万円） 財 源 

・附属病院外来棟他改修 

・附属病院基幹・環境整備 

（災害拠点病院対応等） 

・旦野原団地管理棟耐震改修 

・附属病院再開発（外来棟他）

設備 

・小規模改修 

総額 

     ５，４４４ 

施設整備費補助金 

（５４４） 

長期借入金 

（４，６０６） 

（独）大学改革支援・学位授与機構

施設費交付金 

（２９４） 

（注１）施設・設備の内容，金額については見込みであり，中期目標を達成するために必要な業務

の実施状況等を勘案した施設・設備の整備や老朽度合等を勘案した施設・設備の改修等が追

加されることもある。 

（注２）小規模改修について平成２８年度以降は平成２７年度同額として試算している。 

なお、各事業年度の施設整備費補助金、（独）大学改革支援・学位授与機構施設費交付金、

長期借入金については、事業の進展等により所要額の変動が予想されるため、具体的な額に

ついては、各事業年度の予算編成過程等において決定される。 

 

２．人事に関する計画 

（１）公平性及び客観性を確保しながら、「国立大学改革プラン」に沿った弾力的な人事・給与シス

テムを構築する。 

 ・ 国内外の優秀な人材の積極的登用などにより教育研究の活性化を図るため、承継職員の１０％

を年俸制適用者とし、業績評価を含めた安定運用を行う。併せて、混合給与制等の新たな人事・

給与システムの検討及び導入を行う。 

 
（２）中長期的な観点に立った適切な人員（人件費）管理を行う。 

 ・ 全学的な視点から、全体の教職員に係る人件費管理のため、継続的な人件費シミュレーショ
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中 期 計 画 

ンを行い、適正かつ効率的な人事管理を実施する。 

 
（３）ダイバーシティ社会を実現する大学運営を進め、女性教職員の活躍推進に取り組む。 

 ・ 女性教員採用枠の確保、子育てや介護支援によるワーク・ライフ・バランスの実現等研究活

動のサポートを通じ、平成２４年度に本学独自に策定した「女性研究者在籍割合２０％達成計

画」（平成２５年度～平成３４年度）を達成するために、平成３０年度までに女性研究者在籍割

合が１９％を超えるよう計画を実施する。 

 ・ 役員、管理職の交代時において積極的な女性登用を行うことにより、理事等の役員に占める

女性比率を１２．５％以上、管理職に占める女性比率を１４．６％以上とする。 

 

３．中期目標期間を越える債務負担 

（ＰＦＩ事業） 該当なし 

 

（長期借入金） 

(単位：百万円)  

      年度 

財源 
H28 H29 H30 H31 H32 H33 

中期目標

期間小計 

次期以降

事業費 

総債務 

償還額 

長期借入金償還金 

（(独)大学改革支

援・学位授与機

構） 

258 432 544 615 727 869 3,445 12,281 15,726 

（注）金額については、見込みであり、業務の実施状況等により変更されることもある。 

 

(単位：百万円)  

      年度 

財源 
H28 H29 H30 H31 H32 H33 

中期目標

期間小計 

次期以降

事業費 

総債務 

償還額 

長期借入金償還金 

（民間金融機関） 
31 31 32 32 33 33 192 270 462 

（注）金額については、見込みであり、業務の実施状況等により変更されることもある。 

 

（リース資産） 該当なし 

 

４．積立金の使途 

○ 前中期目標期間繰越積立金については、次の事業の財源に充てる。 

  ① 医学部附属病院外来棟他改修事業に係る施設設備整備費の財源の一部 

② その他教育，研究，診療に係る業務及びその附帯業務 

  



13 
 

学 部 等 の 記 載 事 項                      （別表） 
中 期 計 画 

別表（収容定員） 
 

学 

部 

教育学部     ５４０人 
     （うち教員養成に係る分野 ５４０人） 
経済学部   １，１８０人 
医学部      ９０２人 
     （うち医師養成に係る分野 ６５０人） 
理工学部   １，５６０人 
福祉健康科学部  ４００人 
 

研 

究 

科 

教育学研究科    ４０人 
       （うち修士課程     ０人 
          専門職学位課程 ４０人） 
経済学研究科    ４９人 
       （うち修士課程  ４０人 
          博士課程   ９人） 
医学系研究科   １４０人 

       （うち修士課程  ２０人 

          博士課程 １２０人） 

工学研究科    ２９４人 

       （うち修士課程 ２７０人 

          博士課程  ２４人） 

福祉社会科学研究科  ０人 
       （うち修士課程   ０人） 
福祉健康科学研究科 ４０人 
       （うち修士課程  ４０人） 
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１．予算 

 
（別紙）予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

 

 

 

 

平成 28年度～平成 33年度 予算 

（単位：百万円） 

区  分 金  額 

 

収入 

 運営費交付金 

 施設整備費補助金 

 船舶建造費補助金 

 大学改革支援・学位授与機構施設費交付金 

 自己収入 

   授業料及び入学料検定料収入 

   附属病院収入 

   財産処分収入 

   雑収入 

 産学連携等研究収入及び寄附金収入等 

 長期借入金収入 

 

計 

 

 

54,801 

544 

0 

294 

125,340 

20,756 

103,127 

0 

1,457 

7,522 

4,607 

 

193,108 

 

 支出 

 業務費 

    教育研究経費 

    診療経費 

 施設整備費 

 船舶建造費 

 産学連携等研究経費及び寄附金事業費等 

 長期借入金償還金 

 

計 

 

 

174,949 

77,014 

97,935 

5,445 

0 

7,522 

5,192 

 

193,108 

 

[人件費の見積り] 

  中期目標期間中総額 93,609百万円を支出する。（退職手当は除く。） 

 

注）人件費の見積りについては、平成 29年度以降は平成 28年度の人件費見積り額を踏まえ試 

算している。 

注）退職手当については、国立大学法人大分大学職員退職手当規程等に基づいて支給すること

とするが、運営費交付金として交付される金額については、各事業年度の予算編成過程にお

いて国家公務員退職手当法に準じて算定される。 

注）組織設置に伴う学年進行の影響は考慮していない。 
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 [運営費交付金の算定方法] 

○ 毎事業年度に交付する運営費交付金は、以下の事業区分に基づき、それぞれに対応した数式

により算定して決定する。 

 

Ⅰ〔基幹運営費交付金対象事業費〕 

 ①「教育研究等基幹経費」：以下の事項にかかる金額の総額。Ｄ（ｙ－１）は直前の事業年 

度におけるＤ（ｙ）。 

  ・ 学部・大学院の教育研究に必要な教職員のうち、設置基準に基づく教員にかかる給与

費相当額及び教育研究経費相当額。 

  ・ 附属学校の教育研究に必要な教職員のうち、標準法に基づく教員にかかる給与費相当

額。 

  ・学長裁量経費。 

 ②「その他教育研究経費」：以下の事項にかかる金額の総額。Ｅ（ｙ－１）は直前の事業年度

におけるＥ（ｙ）。 

  ・ 学部・大学院及び附属学校の教育研究に必要な教職員（①にかかる者を除く。）の人件

費相当額及び教育研究経費。 

  ・ 附属病院の教育研究診療活動に必要となる教職員の人件費相当額及び教育研究診療経

費。 

  ・ 附属施設等の運営に必要となる教職員の人件費相当額及び事業経費。 

  ・ 法人の管理運営に必要な職員（役員を含む）の人件費相当額及び管理運営経費。 

  ・ 教育研究等を実施するための基盤となる施設の維持保全に必要となる経費。 

 ③「機能強化経費」：機能強化経費として、当該事業年度において措置する経費。 

 

〔基幹運営費交付金対象収入〕 

 ④「基準学生納付金収入」：当該事業年度における入学定員数に入学料標準額を乗じた額及 

  び収容定員数に授業料標準額を乗じた額の総額。（平成 28年度入学料免除率で算出される 

  免除相当額については除外。） 

 ⑤「その他収入」：検定料収入、入学料収入（入学定員超過分等）、授業料収入（収容定員 

超過分等）及び雑収入。平成 28年度予算額を基準とし、第 3期中期目標期間中は同額。 

 

Ⅱ〔特殊要因運営費交付金対象事業費〕 

⑥「特殊要因経費」：特殊要因経費として、当該事業年度において措置する経費。 

 

Ⅲ〔附属病院運営費交付金対象事業費〕 

 ⑦「一般診療経費」：当該事業年度において附属病院の一般診療活動に必要となる人件費相 

当額及び診療行為を行う上で必要となる経費の総額。Ｉ（ｙ－１）は直前の事業年度にお

けるＩ（ｙ）。 

 

 ⑧「債務償還経費」：債務償還経費として、当該事業年度において措置する経費。 

 

 〔附属病院運営費交付金対象収入〕 

 ⑨「附属病院収入」：当該事業年度において附属病院における診療行為によって得られる収 

入。Ｋ（ｙ－１）は直前の事業年度におけるＫ（ｙ）。 

 

 運営費交付金＝Ａ（ｙ）＋ Ｂ（ｙ）＋ Ｃ（ｙ） 
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１．毎事業年度の基幹運営費交付金は、以下の数式により算定する。 

  Ａ（ｙ）＝ Ｄ（ｙ）＋ Ｅ（ｙ）＋ Ｆ（ｙ）－ Ｇ（ｙ） 

 

（１）Ｄ（ｙ）＝ Ｄ（ｙ－１）× β（係数） 

（２）Ｅ（ｙ）＝｛Ｅ（ｙ－１）× α（係数） ｝× β（係数）± Ｓ（ｙ）± Ｔ（ｙ） 

        ＋Ｕ（ｙ） 

（３）Ｆ（ｙ）＝ Ｆ（ｙ） 

（４）Ｇ（ｙ）＝ Ｇ（ｙ） 

---------------------------------------------------------------------------------- 
  Ｄ（ｙ）：教育研究等基幹経費（①）を対象。 

  Ｅ（ｙ）：その他教育研究経費（②）を対象。 

  Ｆ（ｙ）：機能強化経費（③）を対象。なお、本経費には新たな政策課題等に対応するた

めに必要となる経費を含み、当該経費は各事業年度の予算編成過程において当

該事業年度における具体的な額を決定する。 

  Ｇ（ｙ）：基準学生納付金収入（④）、その他収入（⑤）を対象。 

  Ｓ（ｙ）：政策課題等対応補正額。 

新たな政策課題等に対応するための補正額。各事業年度の予算編成過程におい

て当該事業年度における具体的な額を決定する。 

  Ｔ（ｙ）：教育研究組織調整額。 

学部・大学院等の組織整備に対応するための調整額。 

各事業年度の予算編成過程において当該事業年度における具体的な調整額を決

定する。 

  Ｕ（ｙ）：教育等施設基盤調整額。 

      施設マネジメントにおける維持管理の状況に対応するための調整額。 

      各事業年度の予算編成過程において当該事業年度における具体的な調整額を決

定する。 

 

２．毎事業年度の特殊要因運営費交付金は、以下の数式により算定する。 

  Ｂ（ｙ）＝ Ｈ（ｙ） 

---------------------------------------------------------------------------------- 

  Ｈ（ｙ）：特殊要因経費（⑥）を対象。なお、本経費には新たな政策課題等に対応するた

めに必要となる経費を含み、当該経費は各事業年度の予算編成過程において

当該事業年度における具体的な額を決定する。 

 

３．毎事業年度の附属病院運営費交付金は、以下の数式により算定する。 

  Ｃ（ｙ）＝｛Ｉ（ｙ）＋ Ｊ（ｙ） ｝－ Ｋ（ｙ） 

 

 （１）Ｉ（ｙ）＝Ｉ（ｙ－１）± Ｖ（ｙ） 

 （２）Ｊ（ｙ）＝Ｊ（ｙ） 

 （３）Ｋ（ｙ）＝Ｋ（ｙ－１）± Ｗ（ｙ） 

--------------------------------------------------------------------------------- 

  Ｉ（ｙ）：一般診療経費（⑦）を対象。 

  Ｊ（ｙ）：債務償還経費（⑧）を対象。 

  Ｋ（ｙ）：附属病院収入（⑨）を対象。 

  Ｖ（ｙ）：一般診療経費調整額。 
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      直近の決算結果等を当該年度の一般診療経費の額に反映させるための調整額。

各事業年度の予算編成過程において当該事業年度における具体的な調整額を決

定する。 

 Ｗ（ｙ）：附属病院収入調整額。 

      直近の決算結果等を当該年度の附属病院収入の額に反映させるための調整額。

各事業年度の予算編成過程において当該事業年度における具体的な調整額を決

定する。 

 

【諸係数】 

α（アルファ）：機能強化促進係数。△１.１％とする。 

       第３期中期目標期間中に各国立大学法人における教育研究組織の再編成等を

通じた機能強化を促進するための係数。 

β（ベータ）：教育研究政策係数。 

       物価動向等の社会経済情勢等及び教育研究上の必要性を総合的に勘案して必

要に応じ運用するための係数。 

       各事業年度の予算編成過程において当該事業年度における具体的な係数値を

決定する。 

 

注）中期計画における運営費交付金は上記算定方法に基づき、一定の仮定の下に試算された

ものであり、各事業年度の運営費交付金については、予算編成過程において決定される。 

  なお、「運営費交付金で措置される「機能強化経費」及び「特殊要因経費」については、

平成 29 年度以降は平成 28年度と同額として試算しているが、教育研究の進展等により所

要額の変動が予想されるため、具体的な額については、各事業年度の予算編成過程におい

て決定される。 

 

注）施設整備費補助金、船舶建造費補助金、大学改革支援・学位授与機構施設費交付金及び

長期借入金収入は、「施設・設備に関する計画」に記載した額を計上している。 

 

注）自己収入並びに産学連携等研究収入及び寄附金収入等については、平成 28年度の受入見

込額により試算した収入予定額を計上している。 

 

注）産学連携等研究収入及び寄附金収入等は、版権及び特許権等収入を含む。 

 

注）業務費、施設整備費及び船舶建造費については、中期目標期間中の事業計画に基づき試

算した支出予定額を計上している。 

 

注）産学連携等研究経費及び寄附金事業費等は、産学連携等研究収入及び寄附金収入等によ

り行われる事業経費を計上している。 

 

注）長期借入金償還金については、変動要素が大きいため、平成 28年度の償還見込額により

試算した支出予定額を計上している。 

 

注）上記算定方法に基づく試算においては、「教育研究政策係数」は１とし、「教育研究組織

調整額」、「教育等施設基盤調整額」、「一般診療経費調整額」及び「附属病院収入調整額」

については、０として試算している。また、「政策課題等対応補正額」については、平成
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29 年度以降は、平成 28年度と同額として試算している。 
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平成 28年度～平成 33年度 収支計画 

（単位：百万円） 

区  分 金  額 

 

費用の部 

  経常費用 

    業務費 

     教育研究経費 

     診療経費 

     受託研究費等 

     役員人件費 

     教員人件費 

     職員人件費 

    一般管理費 

    財務費用 

    雑損 

    減価償却費 

  臨時損失 

 

収入の部 

  経常収益 

   運営費交付金収益 

   授業料収益 

   入学金収益 

   検定料収益 

   附属病院収益 

   受託研究等収益 

   寄附金収益 

   財務収益 

   雑益 

   資産見返負債戻入 

  臨時利益 

純利益 

総利益 

 

 

190,345 

190,345 

170,180 

19,359 

52,735 

3,770 

605 

44,527 

49,184 

3,858 

783 

0 

15,524 

0 

 

188,742 

188,742 

53,497 

16,941 

2,362 

623 

103,127 

3,770 

3,576 

40 

1,417 

3,389 

0 

△1,603 

△1,603 

注）受託研究費等は、受託事業費、共同研究費及び共同事業費を含む。 

注）受託研究等収益は、受託事業収益、共同研究収益及び共同事業収益を含む。 

注）純利益及び総利益には、附属病院における借入金返済額（建物、診療機器等の整備のた

めの借入金）が、対応する固定資産の減価償却費よりも少ないため発生する会計上の観念

的な損失を計上している。 

２．収支計画 
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平成 28年度～平成 33年度 資金計画 

 

（単位：百万円） 

区  分 金  額 

 

資金支出 

  業務活動による支出 

  投資活動による支出 

  財務活動による支出 

  次期中期目標期間への繰越金 

 

資金収入 

  業務活動による収入 

    運営費交付金による収入 

    授業料及び入学料検定料による収入 

    附属病院収入 

    受託研究等収入 

    寄附金収入 

    その他の収入 

  投資活動による収入 

    施設費による収入 

    その他の収入 

  財務活動による収入 

  前中期目標期間よりの繰越金 

 

             

195,588 

174,039 

13,877 

5,192 

2,480 

 

195,588 

187,663 

54,801 

20,756 

103,127 

3,770 

3,752 

1,457 

838 

838 

0 

4,607 

2,480 

注）施設費による収入は、独立行政法人大学改革支援・学位授与機構における施設費交付事

業にかかる交付金を含む。 

 

３．資金計画 


